
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 229 農業経営基盤強化事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 農業経営基盤強化促進法及び農地法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

農業経営の安定を図るため、効率的かつ安定的な経営 農業従事者の高齢化及びそれに伴う後継者不足により
の実現と新時代の担い手農家の育成を図る。意欲と能 遊休農地の拡大や水路や農道の保全管理の共同活動へ
力のある担い手農家を支援することにより、遊休農地 の参加率の低下が、全国的な課題となっている。本市
の削減や安全で安心な農業生産物の確立を図る。 においても例外でなく、農地の転用などにより担い手
・認定農業者利用集積促進事業 農家が減少し、地域での共同活動による保全管理も困
・人・農地プラン実質化業務 難なため、担い手及び法人組

令

織の育成や地域共同活

和

動
・中間管理機構への

 

農地の集積 組織への支

3

援が必要となっている

年

。
・農業次世代人材投

度

資資金など
「SDGs

（

の取り組み：2、8」

2

農事組合法人、認定農

年

業者など担い手農家を

度

中心に、農地の集積・

実

集約を図った。
R2年

施

度に実施した具体的な

分

人・農地プランの実質

）

化業務を行った。
事業

事

の方法、手順、指標に

務

対す
る成果等

事務事業

事

を取り巻く状況は過去

業

と比べ変化しているか

目

(1)活動指標（事務

的

事業の活動量を表す指

評

標）

現在事業途中のた

価

め現状のまま継続して

表

実施 名称 単位
① 利用権

様

設定面積 ha
変 化

②

式

内 容

対象(この事業

1

の対象、範囲となる人

-

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

記

指標）

不耕作となって

入

いる農地（遊休農地）

日

名称 単位
① 遊休農地面

令

積 ha
②

目的(この事

和

業によって上記対象を

0

どのような状態にした

3

いのか) (3)成果指

年

標（目的の達成度を示

1

す指標）

担い手への土

2

地利用集積を図り、耕

月

作放棄地の解消に努め

0

る 名称 単位
① 認定農業

8

者の利用権設定面積 h

日

a
②

結果(上位基本事

１

業の意図) (4)結果

事

の成果指標（上位基本

務

事業の成果指標）

地域

事

農業の担い手に対する

業

農地の集積・集約化を

の

図る。 名称 単位
① 認定

現

農業者数 人
② 認定農業

状

者の経営面積 ha

事務

　

事業の各種指標の実績

Ｐ

と見込及び目標

H31

Ｌ

年度 R2年度 R2年度

Ａ

R3年度 R4年度 R5

Ｎ

年度 R6年度
指標 ＼

及

 年度 単位
実績値 計画

び

値 実績値 計画値 目標値

Ｄ

目標値 目標値
(1)の

Ｏ

① ha 245 245 2

事

87 288 289 29

務

0 291
活動指標 ②
(

事

2)の ① ha 7.1 7

業

7.7 6.5 6 5.5

名

5
対象指標 ②
(3)の

N

① ha 245 245 2

o

46 247 248 24

.

9 250
成果指標 ②

(

2

4)の結果の ① 人 28

2

29 29 30 31 32

9

33
成果指標 ② ha 2

農

66 271 267 27

業

2 277 282 287

経

予算費目 会計 01 一

営

般会計 款 06 項 01 目

基

01

コスト 年度 H31

盤

年度 R2年度 R2年度

強

R3年度 R4年度 R5

化

年度 R6年度
実績値 計

事

画値 実績値 計画値 目標

業

値 目標値 目標値
事業費

政

(決算又は予算額)Ａ

策

単位 8,985 22,

こ

838 17,334 1

の

4,523 13,52

事

9 13,638 13,

務

749

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 県支出金 千円 4

施

,500 6,600 4

策

,583 6,300 6

の

,300 6,300 6

位

,300
 地方債 千円

置

0 0 0 0 0 0 0
 その

基

他 千円 0 0 750 0 1

本

,000 1,000 1

事

,000
 一般財源 千

業

円 4,485 16,2

主

38 12,001 8,

管

223 6,229 6,

課

338 6,449
人件

名

費Ｂ 千円 3,154 3

課

,154 3,154 3

長

,154 3,154 3

名

,154 3,154
正

こ

職員従事時間×人数 時

の

間×人 190× 5 19

事

0× 5 190× 5 19

務

0× 5 190× 5 19

事

0× 5 190× 5
正職

業

員以外の人件費 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
その他の

開

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

始

0 0
トータルコストA

時

+B+C 千円 12,1

期

39 25,992 20

事

,488 17,677

務

16,683 16,7

区

92 16,903
単位

分

あたりコスト ① 千円/

法

ha 1,709.7 3

定

,713.1 2,66

受

0.8 2,719.5

託

2,780.5 3,0

事

53.1 3,380.

務

6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

自

(2)の対象指標）②

治

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

んか？

目的を見直すこ

業

とは出来ない。
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

2

必要はありませんか？

2

■ ない

有
効
性

「援農ネ

9

ットみよし」、「みよ

農

し施設園芸支援センタ

業

ー」修了生の新規農業

経

参
今以上に事業の成果

営

を向上
入により、成果

基

の向上を図る。
させる

盤

方法を記入して下さ
実

強

質化した人・農地プラ

化

ンに基づき、地域の担

事

い手農家への集積・集

業

約化を推
い。 内　容

進

２

し、適正な運用に取り

評

組む。
※(3)の成果

価

指標を向上させる

　こ

　

とはできますか？

農用

Ｃ

地区域内の遊休農地は

Ｈ

減少傾向にある。
目的

Ｅ

達成状況 内　容

□民間

Ｃ

への一部委託 □民間へ

Ｋ

の全部委託
市関与の必

目

要性 □指定管理 ■補助

的

金・負担金助成 □市の

妥

直営
内　容

　（実施手

当

法） 行政において支援

性

が必要。

効
率
性

統廃合

こ

は出来ない。
事務事業

の

の統廃合により、

事業

事

の効率化を図り、成果

業

内　容
を向上させる方

の

法を記入し

て下さい。

必

現状より、事業費・人

要

件費の削減は出来ない

性

。
現状より事業費・人

は

件費を

削減する方法を

薄

記入して下

さい。（仕

れ

様の変更、外部 内　容

て

委託、従事時間の削減

得

等は

できないか？)

公

ら

平
性

農地保全の方策と

れ

して適正と考える。
□

て

ある ■ 現状で適正
受益

い

者負担はありますか？

る

また、受益者負担割合

い

は適 ■ ない □ 検討が必

ま

要 内　容
正ですか？

□

せ

受益者がいない

３
改
革

ん

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

か

耕作放棄地の解消、農

。

地の集積・集 農用地の

十

有効利用を図る等の農

分

業支
事業実施上の課題

な

、住 約化を図る必要が

成

ある。 援制度の確立を

果

図る
民・議会等からの

が

意見 意　見 対応策
と対

理

応策

農事組合法人や認

　

定農業者に農地の 実質

由

化した人・農地プラン

得

に基づき
R3年度の事

ら

業計画は前 変　更
集積

れ

・集約化を図った。 農

て

事組合法人や認定農業

い

者への農地
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
の

す

集積・集約化を促進す

か

る。
あるか 追　加

今後

？

の事業・コスト・成果

得

の方向性 今後の事業の

ら

方向性、改革・改善案

れ

※今年度からの具体的

て

な事業の進め方、手段

い

の見直し等、各方向性

な

の内容

　　　　　　　

い

　　□　拡大 市内の農

事

用地や農業施設は、将

業

来にわたって市民の安

進

　　　　　　　　　□

展

　改善 全で安心な食料

等

等生産の基盤であり、

に

また、自然水害
　　　

よ

　　　　　　□　現状

る

維持 での洪水調整池や

環

市民に安らぎを与えて

境

くれる貴重な
　　　　

変

　　　　　■　縮小 景

化

観緑地でもある。市民

あ

にとってかけがえのな

る

い限ら
　　　　　　　

に

　　□　統合 れた財産

伴

であり、農地及び農業

い

施設を末永く維持保全

、

　　　　　　　　　□

対

　完了 していく。
　　

象

　　　　　　　□　廃

を

止・休止
コストの方向

見

性
　　　　　　　　　

直

→　維持
成果の方向性

す

　　　　　　　　　→

（

　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 229 農業経営基盤強化事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農業経営の安定を図り、新規就農者や法人化された意欲ある
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

担い手農家を支援することにより、遊休農地の削減や安全で
いませんか。十分な成果が 理　由

安心な農産物の生産を図ることが出来る。
得られています

様

か？ □ 得られていない

式

対象を見直すことは出

1

来ない。
事業進展等に

-

よる環境変化
□ ある

に

2

伴い、対象を見直す（

事

拡
その理由

大・縮小）

務

必要はありませ
■ ない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 230 農業団体育成事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 平成7年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 ない

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・農業団体が実施するみよしの農業ふるさと活性化推 ・農業農村の活性化を図るため、農業者団体の組織育
進事業について支援する。 成、強化を図り、農業の安定した発展を推進する必要
 がある。
【都市近郊型農業確立団体】 　近年都市化が進む中、農業者自ら創意工夫により、
　農業振興クラブ始め10団体 都市近郊という立地条件を生かした様々なかたちでの
【農業ふるさと振興団体】 営農体制の確立を図る必要がある。
　あいち豊田農業協同組合営農受託部会始め15団体
「SDGsの取り組み：2、8、12、15」
 

農業者団体への補助事業説明会の開催（1回）、農業者団体からの補助

令

金交付申請
R2年度に

和

実施した具体的な 、申

 

請内容の審査及び交付

3

決定、実績報告の受付

年

及び支払事務。
事業の

度

方法、手順、指標に対

（

す
る成果等

事務事業を

2

取り巻く状況は過去と

年

比べ変化しているか (

度

1)活動指標（事務事

実

業の活動量を表す指標

施

）

現在事業途中のため

分

現状のまま継続して実

）

施 名称 単位
① 補助金申

事

請件数 件数
変 化

②
内

務

 容

対象(この事業の

事

対象、範囲となる人、

業

物) (2)対象指標（

目

対象の大きさを表す指

的

標）

市内の農業者団体

評

名称 単位
① 農業者団体

価

数 団体
②

目的(この事

表

業によって上記対象を

様

どのような状態にした

式

いのか) (3)成果指

1

標（目的の達成度を示

-

す指標）

農業ふるさと

1

活性化推進事業の活動

記

数 名称 単位
① 農業団体

入

の活動数 件数
②

結果(

日

上位基本事業の意図)

令

(4)結果の成果指標

和

（上位基本事業の成果

0

指標）

地域農業の活性

3

化のための農業支援の

年

推進を図る。 名称 単位

1

① 認定農業者の経営面

2

積 ha
②

事務事業の各

月

種指標の実績と見込及

0

び目標

H31年度 R2

8

年度 R2年度 R3年度

日

R4年度 R5年度 R6

１

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

務

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
(1)の ① 件数 1

業

7 17 12 17 17 1

の

7 17
活動指標 ②
(2

現

)の ① 団体 25 25 2

状

1 21 21 21 21
対

　

象指標 ②
(3)の ① 件

Ｐ

数 17 17 12 17 1

Ｌ

7 17 17
成果指標 ②

Ａ

(4)の結果の ① ha

Ｎ

266 271 267 2

及

72 277 282 28

び

7
成果指標 ②

予算費目

Ｄ

会計 01 一般会計 款

Ｏ

06 項 01 目 01

コス

事

ト 年度 H31年度 R2

務

年度 R2年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

業

年度
実績値 計画値 実績

名

値 計画値 目標値 目標値

N

目標値
事業費(決算又

o

は予算額)Ａ 単位 3,

.

515 3,962 2,

2

066 3,962 3,

3

962 3,962 3,

0

962

財
源
内
訳

 国庫

農

支出金 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 県支出金 千円 0

団

0 0 0 0 0 0
 地方債

体

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

育

その他 千円 3,334

成

2,794 336 3,

事

298 2,500 2,

業

500 2,500
 一

政

般財源 千円 181 1,

策

168 1,730 66

こ

4 1,462 1,46

の

2 1,462
人件費Ｂ

事

千円 5,577.6 5

務

,219 5,219 5

事

,219 5,219 5

業

,219 5,219
正

施

職員従事時間×人数 時

策

間×人 280× 6 26

の

2× 6 262× 6 26

位

2× 6 262× 6 26

置

2× 6 262× 6
正職

基

員以外の人件費 千円 0

本

0 0 0 0 0 0
その他の

事

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
トータルコストA

主

+B+C 千円 9,09

管

2.6 9,181 7,

課

285 9,181 9,

名

181 9,181 9,

課

181
単位あたりコス

長

ト ① 千円/団体 363

名

.7 367.2 346

こ

.9 437.2 437

の

.2 437.2 437

事

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

業

0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
に伴い、目的を見

名

直す（目
その理由

的の

N

追加・拡充又は絞込）

o

必要はありませんか？

.

■ ない

有
効
性

金額や人

2

的支援を増加すれば可

3

能である。
今以上に事

0

業の成果を向上

させる

農

方法を記入して下さ

い

業

。 内　容
※(3)の成

団

果指標を向上させる

　

体

ことはできますか？

農

育

業後継者や担い手農家

成

の育成が進んでいる。

事

目的達成状況 内　容

□

業

民間への一部委託 □民

２

間への全部委託
市関与

評

の必要性 □指定管理 ■

価

補助金・負担金助成 □

　

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 行政において

Ｈ

支援が必要。

効
率
性

統

Ｅ

廃合は出来ない。
事務

Ｃ

事業の統廃合により、

Ｋ

事業の効率化を図り、

目

成果
内　容

を向上させ

的

る方法を記入し

て下さ

妥

い。

現状より、事業費

当

・人件費の削減は出来

性

ない。
現状より事業費

こ

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

補助金の見直

要

しにより適正化した。

性

□ ある ■ 現状で適正
受

は

益者負担はありますか

薄

？

また、受益者負担割

れ

合は適 ■ ない □ 検討が

て

必要 内　容
正ですか？

得

□ 受益者がいない

３
改

ら

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

れ

Ｎ

農業経営の改善・改

て

革のための情報 生産基

い

盤や生産性の向上を図

る

り農業
事業実施上の課

い

題、住 や支援が必要。

ま

経営の安定を図る。
民

せ

・議会等からの意見 意

ん

　見 対応策
と対応策

農

か

業者団体に支援を行っ

。

た。 変更・追加なし。

十

R3年度の事業計画は

分

前 変　更
年度から変更

な

・追加は 前年度 ・
ある

成

か 追　加

今後の事業・

果

コスト・成果の方向性

が

今後の事業の方向性、

理

改革・改善案
※今年度

　

からの具体的な事業の

由

進め方、手段の見直し

得

等、各方向性の内容

　

ら

　　　　　　　　□　

れ

拡大 消費者の食の安全

て

安心を求め生産基盤や

い

生産性の向上
　　　　

ま

　　　　　□　改善 を

す

図り農業経営の安定を

か

図るために今後も必要

？

である
　　　　　　　

得

　　■　現状維持 。
　

ら

　　　　　　　　□　

れ

縮小 また、農地や農業

て

施設を末永く維持管理

い

していくため
　　　　

な

　　　　　□　統合 の

い

組織等の育成は極めて

事

重要である。
　　　　

業

　　　　　□　完了
　

進

　　　　　　　　□　

展

廃止・休止
コストの方

等

向性
　　　　　　　　

に

　→　維持
成果の方向

よ

性
　　　　　　　　　

る

→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 230 農業団体育成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

各農業者団体が実施するみよしの農業ふるさと活性化推進事
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

業を支援し、農業者の農業経営の改善や改革を図ることが出
いませんか。十分な成果が 理　由

来る。
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出

様

来ない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

目的を見直すこ

務

とは出来ない。
事業進



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 231 援農ネットみよし事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 光岡　公利
この事務事業の開始時期 平成２５年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市援農ネット実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域農業の育成や市民の農業参画の促進等、地域の多 農業支援事業は就農支援と営農支援と区分しており、
様なニーズに対応する効率的・効果的な農業支援体制 就農支援は農業研修の農業ふれあいコース、就農者育
を確立する。 成コース(1年課程)を平成25年度から実施している。2
 6年度から就農者育成コース(2年課程)を新設し、受講
 者が専業農家として自立できるような研修を実施して
 いる。また、28年度から31年度まで野菜入門コースを
「ＳＤＧｓの取り組み：２，８，１２,１７」 実施し、農業研修に参画する機会づくりをした。

地

令

域農業の育成や市民の

和

農業参画の促進及び耕

 

作放棄
地の解消のため

3

、農業支援事業は必要

年

である。

緑と花のセン

度

ター内に「援農ネット

（

みよし」事務局を開設

2

し、各種の農業支援を

年

行
R2年度に実施した

度

具体的な った。就農支

実

援事業は、野菜栽培を

施

始めたい方を対象とし

分

た「農業ふれあいコー

）

ス
事業の方法、手順、

事

指標に対す 」、野菜栽

務

培の就農を希望する方

事

を対象とした「就農者

業

育成コース１年過程・

目

２年
る成果等 過程」を

的

開催した。また、営農

評

支援事業として、月２

価

回、農業経営や栽培方

表

法の相
談を実施した。

様

事務事業を取り巻く状

式

況は過去と比べ変化し

1

ているか (1)活動指

-

標（事務事業の活動量

1

を表す指標）

定年制度

記

延長に伴い、就農希望

入

者が減少している。 名

日

称 単位
① 農業研修開催

令

回数 回
変 化

②
内 容

和

対象(この事業の対象

0

、範囲となる人、物)

3

(2)対象指標（対象

年

の大きさを表す指標）

1

農業研修参加者 名称 単

2

位
① 農業ふれあいコー

月

ス受講者数 人
② 就農者

0

育成コース受講者数 人

8

目的(この事業によっ

日

て上記対象をどのよう

１

な状態にしたいのか)

事

(3)成果指標（目的

務

の達成度を示す指標）

事

野菜の実践栽培ができ

業

るようになる。 名称 単

の

位
① 農業研修受講者／

現

農業研修修了者 ％
②

結

状

果(上位基本事業の意

　

図) (4)結果の成果

Ｐ

指標（上位基本事業の

Ｌ

成果指標）

農業研修修

Ａ

了者の新規就農により

Ｎ

耕作放棄地の解消を図

及

る。 名称 単位
① 農業研

び

修修了者 人
②

事務事業

Ｄ

の各種指標の実績と見

Ｏ

込及び目標

H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

務

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
指標 ＼ 年

業

度 単位
実績値 計画値 実

名

績値 計画値 目標値 目標

N

値 目標値
(1)の ① 回

o

120 120 96 12

.

0 120 120 120

2

活動指標 ②
(2)の ①

3

人 13 20 15 20 2

1

0 20 20
対象指標 ②

援

人 5 10 7 10 10 1

農

0 10
(3)の ① ％ 8

ネ

3 100 91 100 1

ッ

00 100 100
成果

ト

指標 ②
(4)の結果の

み

① 人 15 30 20 30

よ

30 30 30
成果指標

し

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 06 項 01

業

目 01

コスト 年度 H3

政

1年度 R2年度 R2年

策

度 R3年度 R4年度 R

こ

5年度 R6年度
実績値

の

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

務

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 6,005 6,

業

619 5,917 6,

施

526 6,381 8,

策

583 8,421

財
源

の

内
訳

 国庫支出金 千円

位

0 0 0 0 0 0 0
 県支

置

出金 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
 地方債 千円 0 0 0

本

0 0 0 0
 その他 千円

事

406 545 371 5

業

45 581 581 58

主

1
 一般財源 千円 5,

管

599 6,074 5,

課

546 5,981 5,

名

800 8,002 7,

課

840
人件費Ｂ 千円 2

長

,921.6 2,92

名

1.6 3,997.3

こ

2,669.3 2,6

の

69.3 2,669.

事

3 2,669.3
正職

務

員従事時間×人数 時間

事

×人 220× 4 220

業

× 4 301× 4 268

の

× 3 268× 3 268

開

× 3 268× 3
正職員

始

以外の人件費 千円 0 0

時

0 0 0 0 0
その他の費

期

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
トータルコストA+

務

B+C 千円 8,926

区

.6 9,540.6 9

分

,914.3 9,19

法

5.3 9,050.3

定

11,252.3 11

受

,090.3
単位あた

託

りコスト ① 千円/人 6

事

86.7 477 661

務

459.8 452.5

自

562.6 554.5

治

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

務

円/人 1,785.3

こ

954.1 1,416

の

.3 919.5 905

事

1,125.2 1,1

務

09

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 ■ ある
に伴い、目

名

的を見直す（目
その理

N

由
的の追加・拡充又は

o

絞込）

必要はありませ

.

んか？ □ ない

有
効
性

新

2

品種の栽培等を含めた

3

、受講者にとって魅力

1

的なカリキュラムを実

援

施する。
今以上に事業

農

の成果を向上

させる方

ネ

法を記入して下さ

い。

ッ

内　容
※(3)の成果

ト

指標を向上させる

　こ

み

とはできますか？

８０

よ

％以上の受講者が修了

し

しており、はぼ達成で

事

きている。
目的達成状

業

況 内　容

□民間への一

２

部委託 □民間への全部

評

委託
市関与の必要性 □

価

指定管理 □補助金・負

　

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） Ｊ

Ｈ

Ａあいち豊田との協同

Ｅ

事業として実施してい

Ｃ

る。

効
率
性

令和２年度

Ｋ

より野菜入門コースを

目

、農業ふれあいコース

的

に統廃合した。
事務事

妥

業の統廃合により、

事

当

業の効率化を図り、成

性

果
内　容

を向上させる

こ

方法を記入し

て下さい

の

。

種子からの育苗を増

事

やし、野菜苗の購入を

業

減らす。
現状より事業

の

費・人件費を

削減する

必

方法を記入して下

さい

要

。（仕様の変更、外部

性

内　容
委託、従事時間

は

の削減等は

できないか

薄

？)

公
平
性

研修受講料

れ

■ ある ■ 現状で適正
受

て

益者負担はありますか

得

？ 農業ふれあいコース

ら

　１０，０００円／人

れ

また、受益者負担割合

て

は適 □ ない □ 検討が必

い

要 内　容 就農者育成コ

る

ース　　１２，０００

い

円／人
正ですか？

□ 受

ま

益者がいない

３
改
革
改

せ

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

研

ん

修参加者の確保と、研

か

修修了者へ 定年退職者

。

や若者などが農業に親

十

し
事業実施上の課題、

分

住 の就農サポートが必

な

要。 むことができるよ

成

うに農業ふれあい
民・

果

議会等からの意見 意　

が

見 対応策 コースの参加

理

を促進し、次にその修

　

と対応策 了者の就農者

由

育成コースへの受講を

得

促進し、就農への支援

ら

をする。
農業ふれあい

れ

コース、就農者育成コ

て

野菜入門コースを廃止

い

した。
R3年度の事業

ま

計画は前 変　更
ース、

す

野菜入門コースを実施

か

年度から変更・追加は

？

前年度 ・
あるか 追　加

得

今後の事業・コスト・

ら

成果の方向性 今後の事

れ

業の方向性、改革・改

て

善案
※今年度からの具

い

体的な事業の進め方、

な

手段の見直し等、各方

い

向性の内容

　　　　　

事

　　　　□　拡大 定年

業

退職者や若者などが農

進

業に親しむことができ

展

るよ
　　　　　　　　

等

　□　改善 うに農業ふ

に

れあいコースの参加を

よ

促進し、多くの方に
　

る

　　　　　　　　■　

環

現状維持 参加してもら

境

う。このコースに参加

変

した方が、次のス
　　

化

　　　　　　　□　縮

あ

小 テップとして就農者

る

育成コースを受講し、

に

就農ができ
　　　　　

伴

　　　　□　統合 るよ

い

うにする。
　　　　　

、

　　　　□　完了 みよ

対

し市農業維持活性化会

象

議において、明知平成

を

地区
　　　　　　　　

見

　□　廃止・休止 のぶ

直

どう農家の衰退がみら

す

れるので、果樹（ぶど

（

う）
コストの方向性 コ

拡

ースの新設を検討して

そ

いる。
　　　　　　　

の

　　→　維持
成果の方

理

向性
　　　　　　　　

由

　→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 231 援農ネットみよし事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

定年制度延長により、就業年齢が上がり、研修参加者が減少
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

しているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

研修参加条件の見直しが必要。
事業進展等による環境変化

■ ある

様

例：市内在住→市内在

式

勤でも可
に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
□ ない

んか？

農産

事

物の加工も含めた研修

務

も考える必要がある。



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 238 米生産調整推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 昭和40年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市町村単位で県から配分される、主食用水稲作付配分 国は、主食用米の生産量を抑制することで、米の価格
面積の達成を目指し、地域特性に応じた転作の推進を 安定を図るため、1970年から始めた米の生産調整を20
実施する。 18年度（平成30年度）に廃止になったため、生産調整
経営所得安定対策推進事務を円滑にすすめるため、水 の廃止後は、生産者が自らの判断で米の生産を行って
田台帳システムの構築を行う。 いくことになる。
「SDGsの取り組み：2、15」

経営所得安定対策推進事務に係る補助金をみよし市地域農業再生協議会へ交付した
R2年度に実施した具体的な 。

令

事業の方法、手順、指

和

標に対す 水田台帳シス

 

テムを構築した。
る成

3

果等

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

（

動指標（事務事業の活

2

動量を表す指標）

現在

年

事業途中のため現状の

度

まま継続して実施 名称

実

単位
① 水田面積 ha

変

施

 化
② 生産組合数 団体

分

内 容

対象(この事業

）

の対象、範囲となる人

事

、物) (2)対象指標

務

（対象の大きさを表す

事

指標）

水稲が作付けさ

業

れる面積 名称 単位
① 水

目

稲作付け面積 ha
②

目

的

的(この事業によって

評

上記対象をどのような

価

状態にしたいのか) (

表

3)成果指標（目的の

様

達成度を示す指標）

米

式

の生産調整の推進 名称

1

単位
① 水稲作付け面積

-

/水稲作付け配分面積

1

％
②

結果(上位基本事

記

業の意図) (4)結果

入

の成果指標（上位基本

日

事業の成果指標）

地域

令

農業の活性化のための

和

農業支援の推進を図る

0

。 名称 単位
① 認定農業

3

者の経営面積 ha
②

事

年

務事業の各種指標の実

1

績と見込及び目標

H3

2

1年度 R2年度 R2年

月

度 R3年度 R4年度 R

0

5年度 R6年度
指標 

8

＼ 年度 単位
実績値 計

日

画値 実績値 計画値 目標

１

値 目標値 目標値
(1)

事

の ① ha 446 446

務

439 439 439 4

事

39 439
活動指標 ②

業

団体 13 13 13 13

の

13 13 13
(2)の

現

① ha 240 240 2

状

17 217 217 21

　

7 217
対象指標 ②
(

Ｐ

3)の ① ％ 90 100

Ｌ

80 100 100 10

Ａ

0 100
成果指標 ②

(

Ｎ

4)の結果の ① ha 2

及

66 271 267 27

び

2 277 282 287

Ｄ

成果指標 ②
予算費目 会

Ｏ

計 01 一般会計 款 0

事

6 項 01 目 03

コスト

務

年度 H31年度 R2年

事

度 R2年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

名

度
実績値 計画値 実績値

N

計画値 目標値 目標値 目

o

標値
事業費(決算又は

.

予算額)Ａ 単位 2,5

2

74 4,618 3,7

3

51 4,527 4,5

8

27 4,527 4,5

米

27

財
源
内
訳

 国庫支

生

出金 千円 0 0 0 0 0 0

産

0
 県支出金 千円 1,

調

362 4,169 3,

整

700 4,083 4,

推

083 4,083 4,

進

083
 地方債 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 その他

業

千円 179 0 51 0 0

政

0 0
 一般財源 千円 1

策

,033 449 0 44

こ

4 444 444 444

の

人件費Ｂ 千円 4,06

事

7 3,320 3,32

務

0 3,320 3,32

事

0 3,320 3,32

業

0
正職員従事時間×人

施

数 時間×人 245× 5

策

200× 5 200× 5

の

200× 5 200× 5

位

200× 5 200× 5

置

正職員以外の人件費 千

基

円 0 0 0 0 0 0 0
その

本

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
トータルコス

業

トA+B+C 千円 6,

主

641 7,938 7,

管

071 7,847 7,

課

847 7,847 7,

名

847
単位あたりコス

課

ト ① 千円/ha 27.

長

7 33.1 32.6 3

名

6.2 36.2 36.

こ

2 36.2
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

事

指標）② 千円/ 0 0 0

務

0 0 0 0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い、目的を見直す（目

業

その理由
的の追加・拡

名

充又は絞込）

必要はあ

N

りませんか？ ■ ない

有

o

効
性

担い手農家に集約

.

することで、農作物の

2

集団化が図られ、効率

3

的な農業経営が
今以上

8

に事業の成果を向上
期

米

待できる。
させる方法

生

を記入して下さ

い。 内

産

　容
※(3)の成果指

調

標を向上させる

　こと

整

はできますか？

市町村

推

単位で県から配分され

進

る、主食用水稲作付配

事

分面積の達成及びそれ

業

に応
目的達成状況 内　

２

容 じた転作目標面積の

評

推進を図ることが出来

価

た。

□民間への一部委

　

託 □民間への全部委託

Ｃ

市関与の必要性 □指定

Ｈ

管理 ■補助金・負担金

Ｅ

助成 □市の直営
内　容

Ｃ

　（実施手法） 行政に

Ｋ

おいて支援が必要。

効

目

率
性

統廃合は出来ない

的

。
事務事業の統廃合に

妥

より、

事業の効率化を

当

図り、成果
内　容

を向

性

上させる方法を記入し

こ

て下さい。

現状より、

の

事業費・人件費の削減

事

は出来ない。
現状より

業

事業費・人件費を

削減

の

する方法を記入して下

必

さい。（仕様の変更、

要

外部 内　容
委託、従事

性

時間の削減等は

できな

は

いか？)

公
平
性

補助金

薄

の見直しにより適正化

れ

した。
□ ある ■ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

得

ますか？

また、受益者

ら

負担割合は適 ■ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
□ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

る

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

生産調整廃止

い

後の米の生産抑制に係

ま

米の需要と供給の見通

せ

し、米の在庫
事業実施

ん

上の課題、住 る今後の

か

動向は。 状況などの情

。

報を提供していく。
民

十

・議会等からの意見 意

分

　見 対応策
と対応策

経

な

営所得安定対策推進事

成

務に係る補 変更・追加

果

なし。
R3年度の事業

が

計画は前 変　更
助金を

理

市経由でみよし市地域

　

農業再
年度から変更・

由

追加は 前年度 ・
生協議

得

会へ交付した。
あるか

ら

追　加

今後の事業・コ

れ

スト・成果の方向性 今

て

後の事業の方向性、改

い

革・改善案
※今年度か

ま

らの具体的な事業の進

す

め方、手段の見直し等

か

、各方向性の内容

　　

？

　　　　　　　□　拡

得

大 生産調整廃止後の国

ら

の米施策を周知し、米

れ

生産農家の
　　　　　

て

　　　　□　改善 経営

い

安定を図って行く。
　

な

　　　　　　　　■　

い

現状維持  
　　　　　

事

　　　　□　縮小
　　

業

　　　　　　　□　統

進

合
　　　　　　　　　

展

□　完了
　　　　　　

等

　　　□　廃止・休止

に

コストの方向性
　　　

よ

　　　　　　→　維持

る

成果の方向性
　　　　

環

　　　　　→　維持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 238 米生産調整推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生産調整廃止後の国の米施策の周知と、米生産農家の経営安
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

定を図って行くことが出来る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境

様

変化
□ ある

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
■ ない

んか？

目

2

的を見直すことは出来

事

ない。
事業進展等によ

務

る環境変化 □ ある
に伴



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 239 地場産業振興事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

農業経営の安定を図るため、効率的、安定的な経営の 農業従事者の高齢化及びそれに伴う後継者不足により
実現と新時代の担い手農家の育成を図る必要がある。 遊休農地の拡大や水路や農道の保全管理の共同活動へ
法人化することにより農地の集積の拡大や各分野にお の参加率の低下が、全国的な課題となっている。本市
ける専業農家で組織化することにより遊休農地の削減 においても例外でなく、近年では毎年10ha程度の農地
や安全で安心な農業生産物の確立を図る。 転用行われ地域での共同活動による保全管理も困難な
また、意欲と能力のある担い手農業者を支援する。 ため、担い手及び法人組織

令

の育成や地域共同活動

和

組織
「SDGsの取り

 

組み：2、8、15、

3

17」 への支援が必要

年

となっている。

みよし

度

農産物のPR事業、水

（

稲減農薬栽培事業、果

2

樹減農薬栽培事業、農

年

業機械の近
R2年度に

度

実施した具体的な 代化

実

に伴う借入金の利子補

施

給、6次産業化支援事

分

業、地場産業振興事業

）

等に補助金
事業の方法

事

、手順、指標に対す の

務

交付。
る成果等

事務事

事

業を取り巻く状況は過

業

去と比べ変化している

目

か (1)活動指標（事

的

務事業の活動量を表す

評

指標）

現在事業途中の

価

ため現状のまま継続し

表

て実施 名称 単位
① 補助

様

事業数 事業
変 化

②
内

式

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

-

物) (2)対象指標（

1

対象の大きさを表す指

記

標）

市内在住の農家 名

入

称 単位
認定農業者 ① 市

日

内の農家 戸
② 認定農業

令

者数 人

目的(この事業

和

によって上記対象をど

0

のような状態にしたい

3

のか) (3)成果指標

年

（目的の達成度を示す

1

指標）

市内の農家・農

2

業法人の農作物販売額

月

の増加を促す 名称 単位

0

① JA三好産直センタ

8

ー販売額 千円
② ｸﾞﾘ

日

ｰﾝｽﾃｰｼｮﾝ・ｶ

１

ﾝﾄﾘｰｴﾚﾍﾞｰﾀ

事

ｰ出荷額 千円

結果(上

務

位基本事業の意図) (

事

4)結果の成果指標（

業

上位基本事業の成果指

の

標）

地域農業の活性化

現

のための農業支援の推

状

進を図る。 名称 単位
①

　

認定農業者の経営面積

Ｐ

ha
②

事務事業の各種

Ｌ

指標の実績と見込及び

Ａ

目標

H31年度 R2年

Ｎ

度 R2年度 R3年度 R

及

4年度 R5年度 R6年

び

度
指標 ＼ 年度 単位

Ｄ

実績値 計画値 実績値 計

Ｏ

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 事業 11

務

11 13 13 13 13

事

13
活動指標 ②
(2)

業

の ① 戸 959 959 9

名

32 932 932 93

N

2 932
対象指標 ② 人

o

28 29 29 30 31

.

32 33
(3)の ① 千

2

円 367,139 36

3

7,139 383,0

9

03 383,003 3

地

83,003 383,

場

003 383,003

産

成果指標 ② 千円 262

業

,058 262,05

振

8 314,071 31

興

4,071 314,0

事

71 314,071 3

業

14,071
(4)の

政

結果の ① ha 266 2

策

71 267 272 27

こ

7 282 287
成果指

の

標 ②
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 06 項 0

務

1 目 03

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

施

R5年度 R6年度
実績

策

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
事

位

業費(決算又は予算額

置

)Ａ 単位 20,159

基

45,093 19,2

本

65 47,494 72

事

,409 7,187 6

業

,025

財
源
内
訳

 国

主

庫支出金 千円 0 0 0 0

管

21,609 0 0
 県

課

支出金 千円 2,918

名

0 0 32,069 2,

課

238 0 0
 地方債 千

長

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

名

の他 千円 12,493

こ

38,847 19,2

の

65 10,748 43

事

,020 3,882 2

務

,500
 一般財源 千

事

円 4,748 6,24

業

6 0 4,677 5,5

の

42 3,305 3,5

開

25
人件費Ｂ 千円 4,

始

980 4,150 4,

時

150 4,150 4,

期

150 4,150 4,

事

150
正職員従事時間

務

×人数 時間×人 300

区

× 5 250× 5 250

分

× 5 250× 5 250

法

× 5 250× 5 250

定

× 5
正職員以外の人件

受

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

託

その他の費用Ｃ 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
トータル

務

コストA+B+C 千円

自

25,139 49,2

治

43 23,415 51

事

,644 76,559

務

11,337 10,1

こ

75
単位あたりコスト

の

① 千円/戸 26.2 5

事

1.3 25.1 55.

務

4 82.1 12.2 1

事

0.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

業

ﾄ/(2)の対象指標

の

）② 千円/人 897.

根

8 1,698 807.

拠

4 1,721.5 2,

法

469.6 354.3

令

308.3

1

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（目
その理由

業

的の追加・拡充又は絞

名

込）

必要はありません

N

か？ ■ ない

有
効
性

担い

o

手農家や農事組合法人

.

等への利用集積により

2

農地を集約することで

3

、農作
今以上に事業の

9

成果を向上
物の生産効

地

率を上げることが可能

場

となる。
させる方法を

産

記入して下さ

い。 内　

業

容
※(3)の成果指標

振

を向上させる

　ことは

興

できますか？

農業経営

事

の安定を図るため、効

業

率的、安定的な経営の

２

実現と安全・安心な農

評

業
目的達成状況 内　容

価

生産物の確立を図るこ

　

とが出来ている。

□民

Ｃ

間への一部委託 □民間

Ｈ

への全部委託
市関与の

Ｅ

必要性 □指定管理 ■補

Ｃ

助金・負担金助成 □市

Ｋ

の直営
内　容

　（実施

目

手法） 行政において支

的

援が必要。

効
率
性

統廃

妥

合は出来ない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

現状より、事業費・

業

人件費の削減は出来な

の

い。
現状より事業費・

必

人件費を

削減する方法

要

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

は

容
委託、従事時間の削

薄

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

補助金の見直し

て

により適正化した。
□

得

ある ■ 現状で適正
受益

ら

者負担はありますか？

れ

また、受益者負担割合

て

は適 ■ ない □ 検討が必

い

要 内　容
正ですか？

□

る

受益者がいない

３
改
革

い

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ま

農業経営の安定化のた

せ

め新たな農業 農業の担

ん

い手の確保と支援を行

か

うと
事業実施上の課題

。

、住 支援施策や法人化

十

が求められている 共に

分

新規農業法人の設立を

な

する。
民・議会等から

成

の意見 意　見 。 対応策

果

意欲ある担い手農家に

が

対する補助制
と対応策

理

個人経営者（認定農業

　

者）に対して 度の新設

由

の支援が求められてい

得

る。
みよし産品PR、

ら

水稲減農薬栽培事業 変

れ

更・追加なし
R3年度

て

の事業計画は前 変　更

い

、果樹減農薬栽培事業

ま

、農業機械の
年度から

す

変更・追加は 前年度 ・

か

近代化に伴う借入金の

？

利子補給、地
あるか 追

得

　加
場産業振興事業等

ら

補助金交付

今後の事業

れ

・コスト・成果の方向

て

性 今後の事業の方向性

い

、改革・改善案
※今年

な

度からの具体的な事業

い

の進め方、手段の見直

事

し等、各方向性の内容

業

　　　　　　　　　□

進

　拡大 農業の担い手の

展

確保と支援を行うと共

等

に新規農業法人
　　　

に

　　　　　　□　改善

よ

の設立を誘導する。
　

る

　　　　　　　　■　

環

現状維持 意欲ある担い

境

手農業者に対する補助

変

制度の新設。
　　　　

化

　　　　　□　縮小 農

あ

業維持・活性化推進協

る

議会への支援を行う。

に

　　　　　　　　　□

伴

　統合 農業経営の安定

い

化、新しい時代の担い

、

手農家の育成、
　　　

対

　　　　　　□　完了

象

地場産業の推進におけ

を

る農産物のブランド化

見

などに向
　　　　　　

直

　　　□　廃止・休止

す

けた様々なメニューの

（

補助制度を整え、支援

拡

を推進す
コストの方向

そ

性 る。
　　　　　　　

の

　　↑　増加
成果の方

理

向性
　　　　　　　　

由

　→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 239 地場産業振興事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農業経営の安定化のため、農業法人や個人経営者（認定農業
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

者等）に対し支援を行う。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことは出来ない。
事業進展等による環境変化

□ あ

様

る
に伴い、対象を見直

式

す（拡
その理由

大・縮

1

小）必要はありませ
■

-

ない
んか？

目的を見直

2

すことは出来ない。
事

事

業進展等による環境変

務

化 □ ある
に伴い、目的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 240 有害鳥獣捕獲事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 廣瀬　敏文
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・鳥獣類による農作物への被害を防止するため、散弾 猟友会に委託し、１年を通じて有害鳥獣を捕獲してい
銃・空気銃、アミ、箱罠などを使用した有害鳥獣の捕 る。（ムクドリ、カワラバト、ヒヨドリ、カラス、キ
獲 ジ、カルガモ、キジバト、スズメ、アライグマ、ハク
・農業者が設置する鳥獣被害防止柵の資材の一部を補 ビシン、タヌキ等）
助 農作物への被害軽減と農業経営の安定化のため、事業
「SDGsの取り組み：2、15」 は継続して必要である。

①散弾銃、網、箱罠を使用しての計画的な有害鳥獣の捕獲を猟友会に委託。
R2年度に実施した具体的な ②農作物の被害を受けた農業者や農業団体

令

から被害報告を受け、

和

随時、猟友会に捕
事業

 

の方法、手順、指標に

3

対す 獲を依頼。
る成果

年

等 ③農業者や農業団体

度

が設置する鳥獣被害防

（

止施設の資材の一部補

2

助を実施。

事務事業を

年

取り巻く状況は過去と

度

比べ変化しているか (

実

1)活動指標（事務事

施

業の活動量を表す指標

分

）

現在事業途中のため

）

現状のまま継続して実

事

施 名称 単位
① 捕獲実施

務

回数 回
変 化

② 農地面

事

積 ha
内 容

対象(こ

業

の事業の対象、範囲と

目

なる人、物) (2)対

的

象指標（対象の大きさ

評

を表す指標）

鳥獣捕獲

価

許可の区域の面積 名称

表

単位
① 鳥獣捕獲許可区

様

域面積 ha
②

目的(こ

式

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

-

したいのか) (3)成

1

果指標（目的の達成度

記

を示す指標）

市の農業

入

振興に向け、有害鳥獣

日

による農作物被害を最

令

小限に留め 名称 単位
る

和

。 ① 被害農地面積/鳥

0

獣捕獲許可区域面積 ％

3

②

結果(上位基本事業

年

の意図) (4)結果の

1

成果指標（上位基本事

2

業の成果指標）

地域農

月

業の活性化のための農

0

業支援の推進を図る。

8

名称 単位
① 認定農業者

日

の経営面積 ha
②

事務

１

事業の各種指標の実績

事

と見込及び目標

H31

務

年度 R2年度 R2年度

事

R3年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度
指標 ＼

の

 年度 単位
実績値 計画

現

値 実績値 計画値 目標値

状

目標値 目標値
(1)の

　

① 回 26 26 26 26

Ｐ

26 26 26
活動指標

Ｌ

② ha 810 805 7

Ａ

53 750 747 74

Ｎ

4 741
(2)の ① h

及

a 125 125 125

び

125 125 125 1

Ｄ

25
対象指標 ②
(3)

Ｏ

の ① ％ 100 100 1

事

00 100 100 10

務

0 100
成果指標 ②

(

事

4)の結果の ① ha 2

業

66 271 267 27

名

2 277 282 287

N

成果指標 ②
予算費目 会

o

計 01 一般会計 款 0

.

6 項 01 目 03

コスト

2

年度 H31年度 R2年

4

度 R2年度 R3年度 R

0

4年度 R5年度 R6年

有

度
実績値 計画値 実績値

害

計画値 目標値 目標値 目

鳥

標値
事業費(決算又は

獣

予算額)Ａ 単位 1,4

捕

99 2,144 1,6

獲

54 2,274 2,7

事

17 2,717 2,7

業

17

財
源
内
訳

 国庫支

政

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 県支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 地方債 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 33 0 0

務

0 0
 一般財源 千円 1

事

,499 2,144 1

業

,621 2,274 2

施

,717 2,717 2

策

,717
人件費Ｂ 千円

の

2,191.2 2,1

位

91.2 2,191.

置

2 2,191.2 2,

基

191.2 2,191

本

.2 2,191.2
正

事

職員従事時間×人数 時

業

間×人 165× 4 16

主

5× 4 165× 4 16

管

5× 4 165× 4 16

課

5× 4 165× 4
正職

名

員以外の人件費 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
その他の

長

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
トータルコストA

こ

+B+C 千円 3,69

の

0.2 4,335.2

事

3,845.2 4,4

務

65.2 4,908.

事

2 4,908.2 4,

業

908.2
単位あたり

の

コスト ① 千円/ha 2

開

9.5 34.7 30.

始

8 35.7 39.3 3

時

9.3 39.3
（ﾄｰ

期

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

事

対象指標）② 千円/ 0

務

0 0 0 0 0 0

1

区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ある
に伴い、目的を

業

見直す（目
その理由

的

名

の追加・拡充又は絞込

N

）

必要はありませんか

o

？ ■ ない

有
効
性

一定の

.

成果は達成しているの

2

で、本事業は継続して

4

いく。
今以上に事業の

0

成果を向上

させる方法

有

を記入して下さ

い。 内

害

　容
※(3)の成果指

鳥

標を向上させる

　こと

獣

はできますか？

農作物

捕

の安定的な生産環境の

獲

確保
目的達成状況 内　

事

容

□民間への一部委託

業

■民間への全部委託
市

２

関与の必要性 □指定管

評

理 □補助金・負担金助

価

成 □市の直営
内　容

　

　

（実施手法） みよし猟

Ｃ

友会への委託

効
率
性

事

Ｈ

業の目的のため、統廃

Ｅ

合はできない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

現状より、事業費・

当

人件費の削減すること

性

は困難である。
現状よ

こ

り事業費・人件費を
 

の

削減する方法を記入し

事

て下

さい。（仕様の変

業

更、外部 内　容
委託、

の

従事時間の削減等は

で

必

きないか？)

公
平
性

営

要

農環境の整備として必

性

要と考える。
□ ある ■

は

現状で適正
受益者負担

薄

はありますか？

また、

れ

受益者負担割合は適 ■

て

ない □ 検討が必要 内　

得

容
正ですか？

□ 受益者

ら

がいない

３
改
革
改
善
案

れ

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

猟友会

て

会員の高齢化に伴う人

い

材不足 他の民間団体等

る

への委託の検討。
事業

い

実施上の課題、住 鳥獣

ま

被害防止施設の資材の

せ

一部補助
民・議会等か

ん

らの意見 意　見 対応策

か

制度の拡充
と対応策

散

。

弾銃、網、箱罠を使用

十

した有害鳥 変更・追加

分

なし
R3年度の事業計

な

画は前 変　更
獣の捕獲

成

を猟友会へ委託
年度か

果

ら変更・追加は 前年度

が

・
鳥獣被害防止施設の

理

一部補助
あるか 追　加

　

今後の事業・コスト・

由

成果の方向性 今後の事

得

業の方向性、改革・改

ら

善案
※今年度からの具

れ

体的な事業の進め方、

て

手段の見直し等、各方

い

向性の内容

　　　　　

ま

　　　　□　拡大 　猟

す

友会会員の高齢化に伴

か

う人材不足が課題とな

？

って
　　　　　　　　

得

　□　改善 おり、事業

ら

の成果維持を図るため

れ

、他の民間団体等へ
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持 の委託を検討

な

していく。
　　　　　

い

　　　　□　縮小 　自

事

衛等をとる農業者等の

業

支援の拡充の検討
　　

進

　　　　　　　□　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　↑　増加

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 240 有害鳥獣捕獲事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内の農家から捕獲・駆除の依頼があり、また、鳥獣被害防
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

止施設の補助申請も伸びている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直す必要はない。
事業進展等による環境変化

□

様

ある
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

農業振興

2

の観点から、目的を見

事

直す必要はない。
事業

務

進展等による環境変化



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 241 農業用水管理費負担事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 黒川　実
この事務事業の開始時期 昭和42年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 愛知用水建設時における協定

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

愛知用水賦課金負担金 みよし市の農業は、愛知用水に依存しており、利水委
受益面積　622.9ha(R3.4現在） 員により適正な水の安定供給を図ってもらい、十分な
組合員数　1,612人　 維持管理を行う必要があると共に、農業経営の安定の
 ための支援を行う。
みよし市利水委員会　委員16人
愛知用水及び利水の活用による合理的かつ総合的な農
業経営の改善を図る
 
「SDGｓの取り組み：2」

4月下旬に愛知用水土地改良区から提出された経常賦課金徴収整理簿に記載された
R2年度に実施した具体的な 権利者1,739人及び、地積約6

令

50.3haの確認を

和

し、愛知用水土地改良

 

区からの請求に
事業の

3

方法、手順、指標に対

年

す 基づく支払い事務を

度

行った
る成果等

事務事

（

業を取り巻く状況は過

2

去と比べ変化している

年

か (1)活動指標（事

度

務事業の活動量を表す

実

指標）

農地転用等によ

施

り受益地が減少してい

分

るが、愛知用水建設 名

）

称 単位
時における協定

事

に基づく市負担分のた

務

め現状のまま継続し ①

事

請求件数 件
変 化

て実

業

施 ②
内 容

対象(この

目

事業の対象、範囲とな

的

る人、物) (2)対象

評

指標（対象の大きさを

価

表す指標）

みよし市に

表

おける農地 名称 単位
①

様

農地面積 ha
②

目的(

式

この事業によって上記

1

対象をどのような状態

-

にしたいのか) (3)

1

成果指標（目的の達成

記

度を示す指標）

①農地

入

の荒廃化を防止する 名

日

称 単位
②肥培管理又は

令

営農を行ってもらう ①

和

未耕作農地面積 ha
②

0

耕作面積 ha

結果(上

3

位基本事業の意図) (

年

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

2

標）

農業経営の安定の

月

ため農業支援をする 名

0

称 単位
① 受益者数 人
②

8

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

H

１

31年度 R2年度 R2

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
(1

現

)の ① 件 1 1 1 1 1 1

状

1
活動指標 ②
(2)の

　

① ha 841 841 8

Ｐ

41 841 841 84

Ｌ

1 841
対象指標 ②
(

Ａ

3)の ① ha 7.1 7

Ｎ

.1 7.1 7.1 7.

及

1 7.1 7.1
成果指

び

標 ② ha 833.9 8

Ｄ

33.9 833.9 8

Ｏ

33.9 833.9 8

事

33.9 833.9
(

務

4)の結果の ① 人 1,

事

726 1,740 1,

業

739 1,740 1,

名

740 1,740 1,

N

740
成果指標 ②

予算

o

費目 会計 01 一般会

.

計 款 06 項 01 目 04

2

コスト 年度 H31年度

4

R2年度 R2年度 R3

1

年度 R4年度 R5年度

農

R6年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

用

標値 目標値
事業費(決

水

算又は予算額)Ａ 単位

管

4,164 4,289

理

4,099 4,399

費

4,403 4,235

負

4,235

財
源
内
訳

 

担

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

政

方債 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 その他 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 一般財源 千

の

円 4,164 4,28

事

9 4,099 4,39

務

9 4,403 4,23

事

5 4,235
人件費Ｂ

業

千円 2,324 2,3

施

24 2,324 2,3

策

24 2,324 2,3

の

24 2,324
正職員

位

従事時間×人数 時間×

置

人 350× 2 350×

基

2 350× 2 350×

本

2 350× 2 350×

事

2 350× 2
正職員以

業

外の人件費 千円 0 0 0

主

0 0 0 0
その他の費用

管

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

トータルコストA+B

名

+C 千円 6,488 6

課

,613 6,423 6

長

,723 6,727 6

名

,559 6,559
単

こ

位あたりコスト ① 千円

の

/ha 7.7 7.9 7

事

.6 8 8 7.8 7.8

務

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

業

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的を見直す（目
その理

業

由
的の追加・拡充又は

名

絞込）

必要はありませ

N

んか？ ■ ない

有
効
性

農

o

業経営の安定のために

.

、現状の農業支援を継

2

続する
今以上に事業の

4

成果を向上

させる方法

1

を記入して下さ

い。 内

農

　容
※(3)の成果指

業

標を向上させる

　こと

用

はできますか？

農業経

水

営の安定のために、現

管

状の農業支援を継続す

理

る
目的達成状況 内　容

費

□民間への一部委託 □

負

民間への全部委託
市関

担

与の必要性 □指定管理

事

□補助金・負担金助成

業

■市の直営
内　容

　（

２

実施手法） 一定の評価

評

は達成されているため

価

、引き続き支援する

効

　

率
性

農業経営の安定の

Ｃ

ために、現状の農業支

Ｈ

援を継続する
事務事業

Ｅ

の統廃合により、

事業

Ｃ

の効率化を図り、成果

Ｋ

内　容
を向上させる方

目

法を記入し

て下さい。

的

愛知用水建設時におけ

妥

る協定に基づく市負担

当

分のため現状のまま継

性

続して実施
現状より事

こ

業費・人件費を

削減す

の

る方法を記入して下

さ

事

い。（仕様の変更、外

業

部 内　容
委託、従事時

の

間の削減等は

できない

必

か？)

公
平
性

□ ある □

要

現状で適正
受益者負担

性

はありますか？

また、

は

受益者負担割合は適 □

薄

ない □ 検討が必要 内　

れ

容
正ですか？

■ 受益者

て

がいない

３
改
革
改
善
案

得

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に課

ら

題・意見はない 特に課

れ

題・意見はない
事業実

て

施上の課題、住
民・議

い

会等からの意見 意　見

る

対応策
と対応策

4月下

い

旬に愛知用水土地改良

ま

区から 特に変更・追加

せ

はない
R3年度の事業

ん

計画は前 変　更
の請求

か

に基づく支払い事務を

。

行った
年度から変更・

十

追加は 前年度 ・
あるか

分

追　加

今後の事業・コ

な

スト・成果の方向性 今

成

後の事業の方向性、改

果

革・改善案
※今年度か

が

らの具体的な事業の進

理

め方、手段の見直し等

　

、各方向性の内容

　　

由

　　　　　　　□　拡

得

大 みよし市の農業を形

ら

成する愛知用水事業を

れ

支援し、地
　　　　　

て

　　　　□　改善 域環

い

境との調和をとりなが

ま

ら施設の安全性の向上

す

を図
　　　　　　　　

か

　■　現状維持 るとと

？

もに計画的な愛知用水

得

の供給を継続する。
　

ら

　　　　　　　　□　

れ

縮小 平成23年10月

て

29日長野県木曽町と

い

友好提携を結び、利
　

な

　　　　　　　　□　

い

統合 水委員会が率先し

事

て、愛知用水を介した

業

水源地との上
　　　　

進

　　　　　□　完了 下

展

流交流を進める。
　　

等

　　　　　　　□　廃

に

止・休止 利水委員の研

よ

修については、任期の

る

初年度に行う。
コスト

環

の方向性
　　　　　　

境

　　　→　維持
成果の

変

方向性
　　　　　　　

化

　　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 241 農業用水管理費負担事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農業経営の安定に寄与している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

農業経営の安定のために、現状の農業支援を継続する
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見

様

直す（拡
その理由

大・

式

縮小）必要はありませ

1

■ ない
んか？

農業経営

-

の安定のために、現状

2

の農業支援を継続する

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
に伴い、目



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 242 農業用低圧ポンプ運営補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 黒川　実
この事務事業の開始時期 昭和40年代から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 土地改良法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市内におけるポンプ運転に掛る費用に対して補 みよし市内における畑地・果樹園及び水田に農業用水
助を行う を配水するためのポンプ運転費を補助することで、農
 ポンプ場　11箇所 家負担を軽減し農地保全と営農経営の安定を図る
　・土地改良事業（県費）
　　用水機械維持管理事業
　　県費30％・市費40％・地元30％
 
みよし市土地改良事業等補助金交付要綱　第6条
　　　（土地改良事業・県費(6)）
「SDGｓの取り組み：2」

みよし土地改良区からの交付申請により、市内11箇所におけるポンプ場の用水機利
R2年度に実施した具

令

体的な 用実績と電気使

和

用量の確認を行い、そ

 

の電気使用料との整合

3

を確認し、みよし土地

年

事業の方法、手順、指

度

標に対す 改良区に対し

（

40％の補助金支払事

2

務を行った
る成果等

事

年

務事業を取り巻く状況

度

は過去と比べ変化して

実

いるか (1)活動指標

施

（事務事業の活動量を

分

表す指標）

気候の状況

）

により使用量が増減す

事

る 名称 単位
① ポンプ運

務

転に伴う電気使用量 k

事

wh
変 化

② 請求件数

業

件
内 容

対象(この事

目

業の対象、範囲となる

的

人、物) (2)対象指

評

標（対象の大きさを表

価

す指標）

みよし市内に

表

あるポンプ場 名称 単位

様

① ポンプ場の個所数 箇

式

所
②

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

-

ような状態にしたいの

1

か) (3)成果指標（

記

目的の達成度を示す指

入

標）

ポンプ場を所有す

日

る地元工区に維持管理

令

してもらう 名称 単位
①

和

ポンプ場を有する地元

0

工区数 工区
②

結果(上

3

位基本事業の意図) (

年

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

2

標）

農業経営の安定の

月

ため農業支援を行う 名

0

称 単位
① 受益者数 人
②

8

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

H

１

31年度 R2年度 R2

事

年度 R3年度 R4年度

務

R5年度 R6年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
(1

現

)の ① kwh 110,

状

102 145,000

　

133,015 145

Ｐ

,000 145,00

Ｌ

0 145,000 14

Ａ

5,000
活動指標 ②

Ｎ

件 1 1 1 1 1 1 1
(2

及

)の ① 箇所 11 11 1

び

1 11 11 11 11
対

Ｄ

象指標 ②
(3)の ① 工

Ｏ

区 8 8 8 8 8 8 8
成果

事

指標 ②
(4)の結果の

務

① 人 1,726 1,7

事

40 1,739 1,7

業

40 1,740 1,7

名

40 1,740
成果指

N

標 ②
予算費目 会計 01

o

 一般会計 款 06 項 0

.

1 目 04

コスト 年度 H

2

31年度 R2年度 R2

4

年度 R3年度 R4年度

2

R5年度 R6年度
実績

農

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
事

用

業費(決算又は予算額

低

)Ａ 単位 1,496 1

圧

,680 1,538 1

ポ

,664 1,664 1

ン

,664 1,664

財

プ

源
内
訳

 国庫支出金 千

運

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

営

支出金 千円 0 0 0 0 0

補

0 0
 地方債 千円 0 0

助

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

業

般財源 千円 1,496

政

1,680 1,538

策

1,664 1,664

こ

1,664 1,664

の

人件費Ｂ 千円 1,84

事

2.6 1,842.6

務

1,842.6 1,8

事

42.6 1,842.

業

6 1,842.6 1,

施

842.6
正職員従事

策

時間×人数 時間×人 1

の

85× 3 185× 3 1

位

85× 3 185× 3 1

置

85× 3 185× 3 1

基

85× 3
正職員以外の

本

人件費 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
その他の費用Ｃ 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

主

タルコストA+B+C

管

千円 3,338.6 3

課

,522.6 3,38

名

0.6 3,506.6

課

3,506.6 3,5

長

06.6 3,506.

名

6
単位あたりコスト ①

こ

千円/箇所 303.5

の

320.2 307.3

事

318.8 318.8

務

318.8 318.8

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

業

2)の対象指標）② 千

の

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る
に伴い、目的を見直

業

す（目
その理由

的の追

名

加・拡充又は絞込）

必

N

要はありませんか？ ■

o

ない

有
効
性

農業経営の

.

安定のために、現状の

2

農業支援を継続する
今

4

以上に事業の成果を向

2

上

させる方法を記入し

農

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

用

させる

　ことはできま

低

すか？

農家負担を軽減

圧

し農地保全と営農経営

ポ

の安定を図る
目的達成

ン

状況 内　容

□民間への

プ

一部委託 □民間への全

運

部委託
市関与の必要性

営

□指定管理 □補助金・

補

負担金助成 ■市の直営

助

内　容
　（実施手法）

事

農業経営の安定のため

業

に、現状の農業支援を

２

継続する

効
率
性

農業経

評

営の安定のために、現

価

状の農業支援を継続す

　

る
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｈ

図り、成果
内　容

を向

Ｅ

上させる方法を記入し

Ｃ

て下さい。

みよし市土

Ｋ

地改良事業等補助金交

目

付要綱に基づく補助事

的

業のため、現状のまま

妥

現状より事業費・人件

当

費を
継続して実施

削減

性

する方法を記入して下

こ

さい。（仕様の変更、

の

外部 内　容
委託、従事

事

時間の削減等は

できな

業

いか？)

公
平
性

みよし

の

市土地改良事業等補助

必

金交付要綱に基づく
■

要

ある ■ 現状で適正
受益

性

者負担はありますか？

は

負担であるため適正で

薄

ある
また、受益者負担

れ

割合は適 □ ない □ 検討

て

が必要 内　容
正ですか

得

？
□ 受益者がいない

３

ら

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

れ

Ｏ
Ｎ

特に課題・意見は

て

ない 特に課題・意見は

い

ない
事業実施上の課題

る

、住
民・議会等からの

い

意見 意　見 対応策
と対

ま

応策

土地改良区からの

せ

交付申請を精査し 特に

ん

変更・追加はない
R3

か

年度の事業計画は前 変

。

　更
、支払い事務を行

十

った
年度から変更・追

分

加は 前年度 ・
あるか 追

な

　加

今後の事業・コス

成

ト・成果の方向性 今後

果

の事業の方向性、改革

が

・改善案
※今年度から

理

の具体的な事業の進め

　

方、手段の見直し等、

由

各方向性の内容

　　　

得

　　　　　　□　拡大

ら

農業経営の安定のため

れ

に、現状の農業支援を

て

継続する
　　　　　　

い

　　　□　改善
　　　

ま

　　　　　　■　現状

す

維持
　　　　　　　　

か

　□　縮小
　　　　　

？

　　　　□　統合
　　

得

　　　　　　　□　完

ら

了
　　　　　　　　　

れ

□　廃止・休止
コスト

て

の方向性
　　　　　　

い

　　　→　維持
成果の

な

方向性
　　　　　　　

い

　　→　維持

2

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 242 農業用低圧ポンプ運営補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農業経営の安定に寄与している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

農業経営の安定のために、現状の農業支援を継続する
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

農業経営の安定の

2

ために、現状の農業支

事

援を継続する
事業進展

務

等による環境変化 □ あ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 243 県営土地改良事業負担金事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 黒川　実
この事務事業の開始時期 平成13年度（福田新池） 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方財政法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

県営水環境整備事業 愛知用水二期事業により管路化されたことにより、従
  総延長　L=2.3km 来持っていた農業用水の多面的機能が失われつつある
  第2期区間　L=1.88km 。
　総事業費　C=603,628千円 そのため、農業水利施設の保全・管理を考慮した上で
  第2期区間　C=542,000千円　 、農業用水を活用し、豊かで潤いのある快適な生活環
　事業期間 第2期区間　H25～R6 境を創造することが急務となっている。
　親水景観保全施設（せせらぎ水路等）　430m 　周辺には三好丘住宅地を控え、周辺市民

令

の憩いの場
　利用保全

和

施設（緑化、遊歩道等

 

）　    1,88

3

0m として提供したい

年

。
　休憩施設（東屋）

度

等　        

（

　　　  5箇所
「S

2

DGｓの取り組み：3

年

」
愛知県が事業主体と

度

なり、土地改良施設用

実

地を利用した自然環境

施

整備や修景整備工
R2

分

年度に実施した具体的

）

な 事を計画実施した。

事

市はこれに伴う地元及

務

び他機関との調整を行

事

い、事業費相当の
事業

業

の方法、手順、指標に

目

対す 負担金を確認し、

的

愛知県に対し請求に伴

評

う支払事務を行った
る

価

成果等

事務事業を取り

表

巻く状況は過去と比べ

様

変化しているか (1)

式

活動指標（事務事業の

1

活動量を表す指標）

周

-

辺地域の散策・憩いの

1

場とすることにより、

記

市民の健康 名称 単位
増

入

進・交流に寄与してい

日

る ① 請求件数 件
変 化

令

愛知用水三好支線水路

和

緊急対策事業に着手し

0

たことにより ②
内 容

3

、工事期間の延長がさ

年

れた

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

2

物) (2)対象指標（

月

対象の大きさを表す指

0

標）

みよし市内におけ

8

る環境整備が可能な土

日

地改良施設用地（愛知

１

用 名称 単位
水路） ① 事

事

業個所数 箇所
②

目的(

務

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

業

にしたいのか) (3)

の

成果指標（目的の達成

現

度を示す指標）

水利施

状

設の保全を図るととも

　

に、上部空間を利用し

Ｐ

た緑道として 名称 単位

Ｌ

、施設整備する ① 整備

Ａ

された土地改良施設用

Ｎ

地 箇所
②

結果(上位基

及

本事業の意図) (4)

び

結果の成果指標（上位

Ｄ

基本事業の成果指標）

Ｏ

市民が更に水に親しむ

事

ことのできる空間を創

務

造し、市民同士のふ 名

事

称 単位
れあいやコミュ

業

ニケーションの場とし

名

て活用する ① 整備延長

N

m
②

事務事業の各種指

o

標の実績と見込及び目

.

標

H31年度 R2年度

2

R2年度 R3年度 R4

4

年度 R5年度 R6年度

3

指標 ＼ 年度 単位
実

県

績値 計画値 実績値 計画

営

値 目標値 目標値 目標値

土

(1)の ① 件 1 1 1 1

地

1 1 1
活動指標 ②
(2

改

)の ① 箇所 1 1 1 1 1

良

1 1
対象指標 ②
(3)

事

の ① 箇所 1 1 1 1 1 1

業

1
成果指標 ②

(4)の

負

結果の ① m 0 0 0 35

担

0 390 390 390

金

成果指標 ②
予算費目 会

事

計 01 一般会計 款 0

業

6 項 01 目 05

コスト

政

年度 H31年度 R2年

策

度 R2年度 R3年度 R

こ

4年度 R5年度 R6年

の

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
事業費(決算又は

事

予算額)Ａ 単位 1,0

業

00 250 250 20

施

,000 17,500

策

20,000 24,1

の

02

財
源
内
訳

 国庫支

位

出金 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
 県支出金 千円 0 0

基

0 0 0 0 0
 地方債 千

本

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 1,

主

000 250 250 2

管

0,000 17,50

課

0 20,000 24,

名

102
人件費Ｂ 千円 1

課

,859.2 1,85

長

9.2 1,859.2

名

1,859.2 1,8

こ

59.2 1,859.

の

2 1,859.2
正職

事

員従事時間×人数 時間

務

×人 280× 2 280

事

× 2 280× 2 280

業

× 2 280× 2 280

の

× 2 280× 2
正職員

開

以外の人件費 千円 0 0

始

0 0 0 0 0
その他の費

時

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

期

0
トータルコストA+

事

B+C 千円 2,859

務

.2 2,109.2 2

区

,109.2 21,8

分

59.2 19,359

法

.2 21,859.2

定

25,961.2
単位

受

あたりコスト ① 千円/

託

箇所 2,859.2 2

事

,109.2 2,10

務

9.2 21,859.

自

2 19,359.2 2

治

1,859.2 25,

事

961.2
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

こ

指標）② 千円/ 0 0 0

の

0 0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に潤いを与え、住環境

業

水準が高まるため、事

名

業を継続
事業進展等に

N

よる環境変化 □ ある
す

o

る
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

2

加・拡充又は絞込）

必

4

要はありませんか？ ■

3

ない

有
効
性

地域住民の

県

生活に潤いを与え、住

営

環境水準が高まるため

土

、事業を継続する
今以

地

上に事業の成果を向上

改

させる方法を記入して

良

下さ

い。 内　容
※(3

事

)の成果指標を向上さ

業

せる

　ことはできます

負

か？

地域住民の生活に

担

潤いを与え、住環境水

金

準が高まるため、事業

事

を継続する
目的達成状

業

況 内　容

□民間への一

２

部委託 □民間への全部

評

委託
市関与の必要性 □

価

指定管理 □補助金・負

　

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） 一

Ｈ

定の評価は達成されて

Ｅ

いるため、引き続き事

Ｃ

業を継続する

効
率
性

地

Ｋ

域住民の生活に潤いを

目

与え、住環境水準が高

的

まるため、事業を継続

妥

する
事務事業の統廃合

当

により、

事業の効率化

性

を図り、成果
内　容

を

こ

向上させる方法を記入

の

し

て下さい。

国予算に

事

応じた進捗によるため

業

、現状のまま継続して

の

実施
現状より事業費・

必

人件費を

削減する方法

要

を記入して下

さい。（

性

仕様の変更、外部 内　

は

容
委託、従事時間の削

薄

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

□ ある □ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

得

ますか？

また、受益者

ら

負担割合は適 □ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
■ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

る

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

住宅地に縦断

い

的に面した整備計画で

ま

地元地域とも相談しな

せ

がらプライバ
事業実施

ん

上の課題、住 、従来か

か

ら殆ど人の往来が無い

。

地域 シー対策を検討す

十

る。
民・議会等からの

分

意見 意　見 の整備をす

な

るためプライバシーへ

成

の 対応策
と対応策 配慮

果

が必要。

事業費相当の

が

負担金を確認し、愛知

理

特に変更・追加はない

　

R3年度の事業計画は

由

前 変　更
県に対し請求

得

に伴う支払事務を行っ

ら

年度から変更・追加は

れ

前年度 ・
た

あるか 追　

て

加

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

す

改善案
※今年度からの

か

具体的な事業の進め方

？

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 愛

れ

知県にて整備完了後の

て

施設については、みよ

い

し市（
　　　　　　　

な

　　□　改善 公園緑地

い

課）が管理をしている

事

が、利用者や地域住民

業

　　　　　　　　　■

進

　現状維持 による除草

展

・ゴミ拾い等の日常管

等

理も含め、管理体制
　

に

　　　　　　　　□　

よ

縮小 づくりを進めてい

る

くことが重要である。

環

　　　　　　　　　□

境

　統合 名称：みどりの

変

こみち
　　　　　　　

化

　　□　完了
　　　　

あ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　↓　

伴

減少
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 243 県営土地改良事業負担金事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

周辺地域の散策・憩いの場とすることにより、市民の健康増
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

進・交流に寄与している
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

地域住民の生活に潤いを与え、住環境水準

様

が高まるため、事業を

式

継続
事業進展等による

1

環境変化
□ ある する

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

地域住民の生活



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 244 県土地改良事業団体連合会事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 黒川　実
この事務事業の開始時期 昭和33年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 土地改良法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

前年度実績の県営・団体営の各事業費に対して、連合 土地改良事業推進の中核である、土地改良事業団体連
会定款による負担率にて負担金を納入する(定款第13 合会の運営に対して、会員として負担する。
条)  
 維持管理適正化事業の採択申請窓口として、国・県と
県土連本部 の事業調整を担う
 県営事業　 負担率2.0/1,000
 団体営事業 負担率4.0/1,000
 
「SDGｓの取り組み：2」

土地改良事業の施工事業量について、負担金の対象となる前年度事業費の確認を行
R2年度に実施した具体的な い、愛知県土地改良事業団体連合会に対

令

し負担金の支払事務を

和

行った
事業の方法、手

 

順、指標に対す
る成果

3

等

事務事業を取り巻く

年

状況は過去と比べ変化

度

しているか (1)活動

（

指標（事務事業の活動

2

量を表す指標）

特に変

年

化なし 名称 単位
① 事業

度

量 箇所
変 化

②
内 容

実

対象(この事業の対象

施

、範囲となる人、物)

分

(2)対象指標（対象

）

の大きさを表す指標）

事

事業費 名称 単位
① 土地

務

改良事業費 千円
②

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

目

態にしたいのか) (3

的

)成果指標（目的の達

評

成度を示す指標）

土地

価

改良事業工事施工の技

表

術指導により経費削減

様

を図る 名称 単位
① 実務

式

指導 回
②

結果(上位基

1

本事業の意図) (4)

-

結果の成果指標（上位

1

基本事業の成果指標）

記

農作業効率化のため圃

入

場整備を進め、土地改

日

良施設の保全管理を 名

令

称 単位
行う ① 農地整備

和

率 ％
②

事務事業の各種

0

指標の実績と見込及び

3

目標

H31年度 R2年

年

度 R2年度 R3年度 R

1

4年度 R5年度 R6年

2

度
指標 ＼ 年度 単位

月

実績値 計画値 実績値 計

0

画値 目標値 目標値 目標

8

値
(1)の ① 箇所 2 2

日

2 2 2 2 2
活動指標 ②

１

(2)の ① 千円 18,

事

471 44,000 3

務

3,500 59,00

事

0 64,000 115

業

,000 115,00

の

0
対象指標 ②
(3)の

現

① 回 2 2 2 2 2 2 2
成

状

果指標 ②
(4)の結果

　

の ① ％ 82.9 82.

Ｐ

9 82.9 82.9 8

Ｌ

2.9 82.9 82.

Ａ

9
成果指標 ②

予算費目

Ｎ

会計 01 一般会計 款

及

06 項 01 目 05

コス

び

ト 年度 H31年度 R2

Ｄ

年度 R2年度 R3年度

Ｏ

R4年度 R5年度 R6

事

年度
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

業

は予算額)Ａ 単位 56

名

108 87 138 31

N

6 295 406

財
源
内

o

訳

 国庫支出金 千円 0

.

0 0 0 0 0 0
 県支出

2

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

4

 地方債 千円 0 0 0 0

4

0 0 0
 その他 千円 0

県

0 0 0 0 0 0
 一般財

土

源 千円 56 108 87

地

138 316 295 4

改

06
人件費Ｂ 千円 1,

良

859.2 1,859

事

.2 1,859.2 1

業

,859.2 1,85

団

9.2 1,859.2

体

1,859.2
正職員

連

従事時間×人数 時間×

合

人 280× 2 280×

会

2 280× 2 280×

事

2 280× 2 280×

業

2 280× 2
正職員以

政

外の人件費 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
その他の費用

こ

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

トータルコストA+B

事

+C 千円 1,915.

務

2 1,967.2 1,

事

946.2 1,997

業

.2 2,175.2 2

施

,154.2 2,26

策

5.2
単位あたりコス

の

ト ① 千円/千円 0.1

位

0 0.1 0 0 0 0
（ﾄ

置

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

基

の対象指標）② 千円/

本

0 0 0 0 0 0 0

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 □ ある
る

に伴い、

名

目的を見直す（目
その

N

理由
的の追加・拡充又

o

は絞込）

必要はありま

.

せんか？ ■ ない

有
効
性

2

現状のまま継続する
今

4

以上に事業の成果を向

4

上

させる方法を記入し

県

て下さ

い。 内　容
※(

土

3)の成果指標を向上

地

させる

　ことはできま

改

すか？

土地改良事業施

良

行に必要な技術指導等

事

の支援が受けられるた

業

め継続する
目的達成状

団

況 内　容

□民間への一

体

部委託 □民間への全部

連

委託
市関与の必要性 □

合

指定管理 □補助金・負

会

担金助成 ■市の直営
内

事

　容
　（実施手法） 一

業

定の評価は達成されて

２

いるため、引き続き継

評

続する

効
率
性

土地改良

価

事業施行に必要な技術

　

指導等の支援が受けら

Ｃ

れるため継続する
事務

Ｈ

事業の統廃合により、

Ｅ

事業の効率化を図り、

Ｃ

成果
内　容

を向上させ

Ｋ

る方法を記入し

て下さ

目

い。

前年度実績の県営

的

・団体営の事業費に対

妥

しての負担金であるた

当

め、現状のまま
現状よ

性

り事業費・人件費を
継

こ

続して実施
削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

□ ある □ 現状

要

で適正
受益者負担はあ

性

りますか？

また、受益

は

者負担割合は適 □ ない

薄

□ 検討が必要 内　容
正

れ

ですか？
■ 受益者がい

て

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

得

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に課題・

ら

意見はない 特に課題・

れ

意見はない
事業実施上

て

の課題、住
民・議会等

い

からの意見 意　見 対応

る

策
と対応策

愛知県土地

い

改良事業団体連合会に

ま

対 とくに変更・追加は

せ

ない
R3年度の事業計

ん

画は前 変　更
し負担金

か

の支払事務を行った
年

。

度から変更・追加は 前

十

年度 ・
あるか 追　加

今

分

後の事業・コスト・成

な

果の方向性 今後の事業

成

の方向性、改革・改善

果

案
※今年度からの具体

が

的な事業の進め方、手

理

段の見直し等、各方向

　

性の内容

　　　　　　

由

　　　□　拡大 みよし

得

市の行う土地改良事業

ら

に関する技術的な指導

れ

を
　　　　　　　　　

て

□　改善 仰ぎ、土地改

い

良事業に関する講習会

ま

、研修会及び情報
　　

す

　　　　　　　■　現

か

状維持 提供を受けなが

？

ら土地改良事業の推進

得

を図る
　　　　　　　

ら

　　□　縮小
　　　　

れ

　　　　　□　統合
　

て

　　　　　　　　□　

い

完了
　　　　　　　　

な

　□　廃止・休止
コス

い

トの方向性
　　　　　

事

　　　　↑　増加
成果

業

の方向性
　　　　　　

進

　　　→　維持

2

展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 244 県土地改良事業団体連合会事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

必要な助言等が得られている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

土地改良事業施行に必要な技術指導等の支援が受けられるため継続す
事業進展等による環境変

様

化
□ ある る

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
■ ない

んか？

土

2

地改良事業施行に必要

事

な技術指導等の支援が

務

受けられるため継続す



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 245 土地改良補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 黒川　実
この事務事業の開始時期 昭和29年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 土地改良法、地方財政法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・維持管理適正化事業債務負担金（41.44期生）市負 ・みよし土地改良区の行う土地改良施設の維持管理や
担25% 未整備の畑地 帯における土地基盤整備、又は集団化
・県営畑地帯総合土地改良事業債務負担金 を図るため行う畑かん施設・区画整理・農道等の総合
・土地改良事業補助金　維持管理事業　市補助60% 的な整備に対し補助をし、農家負担の軽減を図り農業
・土地改良事業（県費）補助金　農道整備事業、かん 生産性の向上と農家経営の安定を図る。
がい排水事業　市補助20% ・県が公表する南海トラフ巨大地震の予測調査による
・県営ため池耐震整備負担

令

金（ため池診断.計画

和

25%. 本市の最大震

 

度は６弱とされている

3

。ため池の直下に
耐震

年

整備16%） は住宅地

度

が形成され地震による

（

決壊被害が予想される

2

・三好池耐震対策負担

年

金、三好支線水路改築

度

負担金 ため、ため池の

実

耐震調査を実施し、耐

施

震不足箇所の整
「SD

分

Gｓの取り組み：2,

）

11」 備を行う。
みよ

事

し土地改良区からの補

務

助金申請箇所について

事

、現地踏査・測量及び

業

設計等の確
R2年度に

目

実施した具体的な 認を

的

行い、申請に不具合が

評

ないかを確認したうえ

価

で、申請に基づき、み

表

よし土地改
事業の方法

様

、手順、指標に対す 良

式

区に対し補助金の支払

1

事務を行った
る成果等

-

県営事業について県か

1

らの負担金請求につい

記

て、確認を行い負担金

入

の支払事務を行
った

事

日

務事業を取り巻く状況

令

は過去と比べ変化して

和

いるか (1)活動指標

0

（事務事業の活動量を

3

表す指標）

土地改良施

年

設の老朽化により、維

1

持管理及び補修等の費

2

用 名称 単位
が増加して

月

いる ① 申請件数 件
変 

0

化
②

内 容

対象(この

8

事業の対象、範囲とな

日

る人、物) (2)対象

１

指標（対象の大きさを

事

表す指標）

事業費 名称

務

単位
① 土地改良事業 箇

事

所
②

目的(この事業に

業

よって上記対象をどの

の

ような状態にしたいの

現

か) (3)成果指標（

状

目的の達成度を示す指

　

標）

土地改良施設の整

Ｐ

備、営農の簡素化 名称

Ｌ

単位
① 事業費 千円
②

結

Ａ

果(上位基本事業の意

Ｎ

図) (4)結果の成果

及

指標（上位基本事業の

び

成果指標）

農作業効率

Ｄ

化にため圃場整備を進

Ｏ

め、土地改良施設の保

事

全管理を 名称 単位
行う

務

① 農地整備率 ％
② 維持

事

管理事業等実施個所 箇

業

所

事務事業の各種指標

名

の実績と見込及び目標

N

H31年度 R2年度 R

o

2年度 R3年度 R4年

.

度 R5年度 R6年度
指

2

標 ＼ 年度 単位
実績

4

値 計画値 実績値 計画値

5

目標値 目標値 目標値
(

土

1)の ① 件 7 7 7 7 7

地

5 5
活動指標 ②
(2)

改

の ① 箇所 7 7 7 7 7 5

良

5
対象指標 ②
(3)の

補

① 千円 150,188

助

78,066 83,5

事

79 73,183 57

業

,729 47,590

政

40,878
成果指標

策

②
(4)の結果の ① ％

こ

82.9 82.9 82

の

.9 82.9 82.9

事

82.9 82.9
成果

務

指標 ② 箇所 49 60 6

事

0 60 60 60 60
予

業

算費目 会計 01 一般

施

会計 款 06 項 01 目 0

策

5

コスト 年度 H31年

の

度 R2年度 R2年度 R

位

3年度 R4年度 R5年

置

度 R6年度
実績値 計画

基

値 実績値 計画値 目標値

本

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

業

位 150,187 78

主

,660 83,579

管

73,183 67,7

課

31 48,591 41

名

,878

財
源
内
訳

 国

課

庫支出金 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
 県支出金 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
 地方

こ

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 一般財源 千円

務

150,187 78,

事

660 83,579 7

業

3,183 67,73

の

1 48,591 41,

開

878
人件費Ｂ 千円 8

始

,300 8,300 8

時

,300 8,300 8

期

,300 8,300 8

事

,300
正職員従事時

務

間×人数 時間×人 1,

区

250× 2 1,250

分

× 2 1,250× 2 1

法

,250× 2 1,25

定

0× 2 1,250× 2

受

1,250× 2
正職員

託

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

務

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

自

0
トータルコストA+

治

B+C 千円 158,4

事

87 86,960 91

務

,879 81,483

こ

76,031 56,8

の

91 50,178
単位

事

あたりコスト ① 千円/

務

箇所 22,641 12

事

,422.9 13,1

業

25.6 11,640

の

.4 10,861.6

根

11,378.2 10

拠

,035.6
（ﾄｰﾀ

法

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

令

象指標）② 千円/ 0 0

事

0 0 0 0 0

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業生産性の向上と農家

業

経営の安定のために
事

名

業進展等による環境変

N

化 ■ ある
、現状の負担

o

を継続する
に伴い、目

.

的を見直す（目
その理

2

由
的の追加・拡充又は

4

絞込）

必要はありませ

5

んか？ □ ない

有
効
性

農

土

家負担の軽減を図り、

地

農業生産性の向上と農

改

家経営の安定のために

良

、現状の
今以上に事業

補

の成果を向上
負担を継

助

続する
させる方法を記

事

入して下さ

い。 内　容

業

※(3)の成果指標を

２

向上させる

　ことはで

評

きますか？

農家負担の

価

軽減を図り、農業生産

　

性の向上と農家経営の

Ｃ

安定のために、現状の

Ｈ

目的達成状況 内　容 負

Ｅ

担を継続する

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｋ

全部委託
市関与の必要

目

性 □指定管理 □補助金

的

・負担金助成 ■市の直

妥

営
内　容

　（実施手法

当

） 一定の評価は達成さ

性

れているため、現状の

こ

負担を継続する

効
率
性

の

統廃合できる類似事業

事

はないため、現状の負

業

担を継続する
事務事業

の

の統廃合により、

事業

必

の効率化を図り、成果

要

内　容
を向上させる方

性

法を記入し

て下さい。

は

事業年度が複数年度と

薄

なる事業に対する負担

れ

金であるため、現状の

て

まま継続し
現状より事

得

業費・人件費を
て実施

ら

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

い

従事時間の削減等は

で

る

きないか？)

公
平
性

□

い

ある □ 現状で適正
受益

ま

者負担はありますか？

せ

また、受益者負担割合

ん

は適 □ ない □ 検討が必

か

要 内　容
正ですか？

■

。

受益者がいない

３
改
革

十

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

分

県営畑地帯総合土地改

な

良事業（三好 財政当局

成

と相談し、繰上償還を

果

検討
事業実施上の課題

が

、住 下地区）補助金に

理

ついて、繰上償還 する

　

。
民・議会等からの意

由

見 意　見 し支払う利息

得

を抑える必要がある。

ら

対応策
と対応策

みよし

れ

土地改良区及び県から

て

の負担 特に変更・追加

い

はない
R3年度の事業

ま

計画は前 変　更
金請求

す

について、確認を行い

か

負担金
年度から変更・

？

追加は 前年度 ・
の支払

得

事務を行った
あるか 追

ら

　加

今後の事業・コス

れ

ト・成果の方向性 今後

て

の事業の方向性、改革

い

・改善案
※今年度から

な

の具体的な事業の進め

い

方、手段の見直し等、

事

各方向性の内容

　　　

業

　　　　　　□　拡大

進

・生産性の高い農業の

展

基礎条件を整備するた

等

め、農業
　　　　　　

に

　　　□　改善 施設の

よ

維持管理、圃場の区画

る

、畑地かんがい施設、

環

農
　　　　　　　　　

境

■　現状維持 道の整備

変

等により効率的で自由

化

度の高い優良農地の確

あ

　　　　　　　　　□

る

　縮小 保と整備を図り

に

、農業生産基盤との一

伴

体性に配慮しつ
　　　

い

　　　　　　□　統合

、

つ生産性を向上させる

対

ため、「農業基盤の整

象

備」及び
　　　　　　

を

　　　□　完了 災害に

見

強い農家を作るための

直

「農村の保全と管理」

す

に
　　　　　　　　　

（

□　廃止・休止 努める

拡

。
コストの方向性 ・た

そ

め池耐震調査を実施し

の

、耐震不足の補完によ

理

り下
　　　　　　　　

由

　→　維持 流域に生活

大

する市民の安全安心を

・

確保する。
成果の方向

縮

性
　　　　　　　　　

小

→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 245 土地改良補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農家負担の軽減を図り、農業生産性の向上と農家経営の安定
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

に寄与している
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

農家負担の軽減を図り、農業生産性の向上と農家経営の安定のために
事業

様

進展等による環境変化

式

■ ある 、現状の負担を

1

継続する
に伴い、対象

-

を見直す（拡
その理由

2

大・縮小）必要はあり

事

ませ
□ ない

んか？

農家

務

負担の軽減を図り、農



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 246 緑と花のセンター管理運営事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 農業

主管課名 産業課 課長名 光岡　公利
この事務事業の開始時期 平成７年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市緑と花のセンター設置条例及び規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

センター建屋の維持管理及び屋外緑地・農地等の景観 ふれあい農園　４４０区画
保全・維持管理を効果的に行う。 ふれあい農園利用者や地域市民の交流の施設として必
ふれあい農園などの貸し施設の適正な管理運営を行う 要である。
。
 
 
 
 
 
「ＳＤＧｓの取り組み：２，１２，１５」

職員、臨時職員のほか、交代制でふれあい農園栽培指導、草刈・除草・芝刈・農園
R2年度に実施した具体的な 整備、館内外清掃、窓口受付をシルバー人材センターに業務委託し、管理運営を行
事業の方法、手順、指標に対す っている。また、ふ

令

れあい広場等の緑地保

和

全、野菜残渣処理、設

 

備清掃、警備、保
る成

3

果等 守点検等の業務委

年

託を管理している。

事

度

務事業を取り巻く状況

（

は過去と比べ変化して

2

いるか (1)活動指標

年

（事務事業の活動量を

度

表す指標）

ふれあい農

実

園の利用者が年々減少

施

している。原因として

分

近 名称 単位
隣に同業他

）

社が増えたこと、定年

事

延長によって利用者の

務

年 ① 開館時間数 時間
変

事

 化
齢層が上がってい

業

ることが考えられる。

目

②
内 容

対象(この事

的

業の対象、範囲となる

評

人、物) (2)対象指

価

標（対象の大きさを表

表

す指標）

貸し施設の利

様

用者 名称 単位
① 利用者

式

数 人
②

目的(この事業

1

によって上記対象をど

-

のような状態にしたい

1

のか) (3)成果指標

記

（目的の達成度を示す

入

指標）

利用者の満足度

日

を向上させる。 名称 単

令

位
① 利用して満足した

和

人／利用者数 ％
②

結果

0

(上位基本事業の意図

3

) (4)結果の成果指

年

標（上位基本事業の成

1

果指標）

ふれあい農園

2

の貸し区画数 名称 単位

月

① ふれあい農園貸し区

0

画数 区画
②

事務事業の

8

各種指標の実績と見込

日

及び目標

H31年度 R

１

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

務

6年度
指標 ＼ 年度

事

単位
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

の

目標値
(1)の ① 時間

現

2,525 2,525

状

2,525 2,525

　

2,525 2,525

Ｐ

2,525
活動指標 ②

Ｌ

(2)の ① 人 53,7

Ａ

11 53,800 11

Ｎ

,979 53,900

及

54,000 54,1

び

00 54,100
対象

Ｄ

指標 ②
(3)の ① ％ 9

Ｏ

9 99 99 99 99 9

事

9 99
成果指標 ②

(4

務

)の結果の ① 区画 32

事

0 325 277 330

業

335 340 345
成

名

果指標 ②
予算費目 会計

N

01 一般会計 款 06

o

項 01 目 08

コスト 年

.

度 H31年度 R2年度

2

R2年度 R3年度 R4

4

年度 R5年度 R6年度

6

実績値 計画値 実績値 計

緑

画値 目標値 目標値 目標

と

値
事業費(決算又は予

花

算額)Ａ 単位 44,0

の

87 47,503 44

セ

,936 46,986

ン

47,046 47,0

タ

46 47,046

財
源

ー

内
訳

 国庫支出金 千円

管

0 0 0 0 0 0 0
 県支

理

出金 千円 0 0 0 0 0 0

運

0
 地方債 千円 0 0 0

営

0 0 0 0
 その他 千円

事

3,533 4,190

業

3,339 4,190

政

4,190 4,190

策

4,190
 一般財源

こ

千円 40,554 43

の

,313 41,597

事

42,796 42,8

務
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人件費Ｂ 千円

業

6,573.6 6,5

施

73.6 12,855

策

11,630.7 11

の

,630.7 11,6
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30.7 11,630

置
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正職員従事時間×

基

人数 時間×人 495×

本

4 495× 4 968×

事

4 857× 3 857×

業

3 857× 3 857×

主

3
正職員以外の人件費

管

千円 0 0 0 3,095

課

3,095 3,095

名

3,095
その他の費

課

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
トータルコストA+

名

B+C 千円 50,66

こ

0.6 54,076.

の

6 57,791 58,

事

616.7 58,67

務

6.7 58,676.

事

7 58,676.7
単

業

位あたりコスト ① 千円

の

/人 0.9 1 4.8 1

開

.1 1.1 1.1 1.

始

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

時

(2)の対象指標）②

期

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 246 緑と花のセンター管理運営事業
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